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都市公共サービスの費用構造
古田俊吉
1. はじめに
都市公共サービスの費用を決定する要因としては， C.シャウプ〔9〕の詳細な分析にみられるよ
うに，人口，面積（地域），人口密度，サービス水準が主要な要因としてあげられるが，実際には都
市ごとにそれぞれの要因が異なること，またそれらの要因が複雑に絡み合って費用を決定している
ことにより，費用関数の推定はそれ程容易な問題ではない。
しかし，都市の効率的規模の設定を前提にすれば，供給側の条件を明らかにする上で，公共サー
(1) 
ビスの費用関数を推定することが要請される。そこで本稿では，予備的考察として，一般行政サー
ビス（目的別の議会費，総務費，消防費），保健・衛生サービス（衛生費），教育サービス（教育
費），経済的サービス（土木費）について費用関数を推定しそれらの費用構造を明らかにすることを
目的としている。
データは資料（ 1 ）の昭和60年度目的別歳出決算額を用いた。また分析の対象とした都市は，人
(2) 
口10万人超， 100万人未満の東京都の市を除く 176市である。
2. 費用関数の推定方法
議会費の 1人当り費用関数の推定では，回帰分析から有効な結果を得たが，他の公共サービスの
l人当り費用関数の推定は間接的な方法によった。議会費以外の公共サービスについては，人口，
人口密度，面積を説明変数として回帰分析を行ったが有効な結果が得られなかったためである。こ
の要因としては 2つ考えられる。まず第1に，公共サービスの費用が主として人的条件を基礎に支
出されていることである。このことは，総費用の決定要因として人的要因の説明力がほぼ一貫して
高いことからもうかがえる。第2に，公共サービスのもつ共同消費ないし集団消費の性格である。
これら 2つの要因により，人口密度の増大は一方で1人当り費用を引下げると同時に，他方で1人
当り費用を引上げる作用をもっ。これは，地域の広さが一定で人口が増加する場合，サービス便益
の及ぶ範囲の効率的設定が可能になり 1人当り費用が低下するのに対し，人口が一定で地域の広さ
が縮小する場合，便益の及ぶ、範囲の効率的設定が妨げられることにより面積当りの平均コストが上
昇し，結果的に 1人当り費用が上昇するためと考えられる。
そこで，次のような手続きによって各サービスの 1人当り費用関数を推計した。
①人口，面積，費用をそれぞれ， N, S, Cとすると， I人当り費用（C/N）は
C/N= (C/S）・（S/N)
という関係から，面積当り平均コスト（S/N）と人口密度の逆数（S/N）との積として表さ
れる。そこでまずこの式を基本として 1人当り費用関数を推定する。
②次に，面積当り平均コストの関数を回帰分析によって推計する。説明力の最も大きい変数は
人口密度であった。
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最後に①，②で求めた係数の値および全都市の平均面積を用いて，各公共サービスの l人当③ 
り費用を人口の関数として推計する。
一般行政サービスの費用構造3. 
一般行政サービスは，政府組織の維持と運営，公共の安全という基本的ニーズを満たすサービス
目的別の議会費，総務費・消防費が含まれる。このための費用のなかに，
議会費
である。
(1) 
議会費は，都市の政治的意思決定に要する費用であり，基礎的支出（人件費）が主要なウエイト
またグルーを占める。表1から総費用の約90%が人口要因のみによって説明されることがわかる。
プ別でみても，人口要因の説明力にそれ程の差異は見受けられない。
全都市についての1人当り費用関数を推計すると次のようになる。
GP =3.8111-0.6443・ln(N)
(34. 62) ( -17. 97) 
R2=0.648 SE =0.2464 
議会費の決定要因分析
都 市 定 数 ln （人口） Rz SE 
全 都 市 3.9761 0.6442 0.878 0.1245 (71.46) (35.55) 
第1グループ 4.0218 0.6384 0.909 0.0965 (36.15) (17 :37) 
第2グループ 3.9674 0.6266 0.873 0.1273 (35.02) (17 .00) 
第3グループ 3.9543 0.6435 0.856 0.1253 (29.54) (14.47) 
第4グループ 4.0531 0.6316 0.876 0.1347 (30.18) (14.82) 
第5グループ 3.9419 0.6693 0.925 0.1054 (38.47) (20. 21) 
表 1
（注） 1）議会費（百万円）は対数値，人口（万人）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定係数。
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ただし， GPは1人当り議会費（千円／人）, ln(N）は人口（万人）の対数値である。図lからわかる
ように， 1人当り議会議は人口規模の増大とともに単調に減少しており，規模の有利性が顕著であ
る。
(2) 総務費
総務費は，都市の一般的な管理費用であり，共同の利益をもたらす集団消費サービスの費用と考
(3) 
えられる。このなかに目的別歳出の総務管理費，徴税費，統計調査費等が含まれる。
総務費については，表2に示されているように人口要因による総費用の説明力は77%程度と高い
が，グループ間にはかなりの説明力のばらつきが存在する。第3グループで人口要因の説明力が最
も低い。
総務費の 1人当り費用関数は表6，表7より
ln( SP) =2. 7277+0.0004・ln(N)+47.257/ln(N) 
と推計される。ここでSPは1人当り総務費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図2はこの関数
のグラブを示したものである。これから，費用関数は人口が32万人から34万人の都市において l人
当り費用が20.37千円と最小となるU字型を描くことがわかる。
表 2 総務費の決定要因分析
都 市 疋,_. 数 ln （人口） Rz SE 
全 都 市 5.7902 0.8890 0.765 0.2558 (50.67) (23.87) 
第 1グループ 5.3622 1.0173 0.857 0.1983 (23.45) (13.47) 
第2グループ 5.9309 0.8406 0.741 0.2640 (25.26) (11.00) 
第3グループ 5.9984 0.8256 0.605 0.3150 (7.38) (7.38) 
第4グループ 5.867 0.8600 0.752 0.2793 (21.08) (9. 74) 
第5グループ 5.6855 0.9365 0.866 0.2039 (28.70) (14.62) 
（注） 1）総務費（百万円）は対数値，人口（万人）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定係数。
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ところで，総務費の 1人当り費用関数は総務管理費，徴税費，統計調査費等の 1人当り費用関数
を集計した結果として得られることから，以下で個別に検討することにする。
まず総務管理費であるが，全都市で総務費の平均76.9%を占め，この費用構造が総務費のそれを
ほぼ決定しているとみなせる。人的要因による総費用の説明力は，表3に示されているように，第
I，第5グループで高いのに対し，第3グループは著しく低い。地域特性によるものと思われる。
総務管理費の 1人当り費用関数は，表6，表7より
表3 総務管理費の決定要因分析
都 市 定 数 In （人口）
全 都 市 5.5496 0.8807 (39.28) (19 .14) 
第 1グループ 5.0707 1.0225 (18.18) (11.10) 
第2クやルー プ 5. 7135 0.8275 (18. 97) (8.44) 
第3グループ 5.8694 0. 7872 (14.65) (5.92) 
第4グループ 5.6125 0.8499 (16.70) (7. 97) 
第5グループ 5.3474 0.9581 (20.68) (11.46) 
（注） 1）総務管理費（百万円）は対数値，人口（万人）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
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と推計される。ここでSSPは1人当り総務管理費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図3はこ
のグラフを示しているが， 33万人規模で1人当り費用が14.87千円と最小になるU字型になってい
る。これから総務管理費は，人口が33万人程度までは規模の有利性が顕著に作用するが，それ以上
人口規模が増大しても 1人当り負担はそれ程高まらない費用構造をもつことがわかる。総務費の費
用構造も，総務管理費のそれを大きく反映し類似したものになっている。
次に徴税費であるが，総務費に占める割合は全都市平均で13.5%である。人口の要因による総費
用の説明力は88%弱と総務管理費のケースよりも高い。これは徴税費については基礎的支出（人件
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費）のウェイトが高いことによる。グループ別では，第4グループにおいて人口密度の増大が総費
用を増加させるように作用している。
徴税費の 1人当り費用関数は，表6，表7より
表4 徴税費の決定要因分析
都 市 定 数 ln （人口） 人口密度 Rz SE 
全 都 市 3.7477 0.8898 0.879 0.1712 (48.98) (35. 71) 
第 lグループ 3.4966 0.9731 0.915 0.1417 (21.40) (18. 02) 
第2グループ 3.8875 0.8163 0.904 0.1416 (30.85) (19.91) 
第3グループ 3.5588 0.9503 0.875 0.1710 (19.47) (15.65) 
第4グループ 3.8475 0.8469 0.0019 0.891 0.1741 (22.12) (15.04) (2. 07) 
第5グループ 3.8609 0.8701 0.880 0.1780 (22.32) (15. 56) 
（注） 1）徴税費〈百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定要因。
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In (STP) = 0.8485 + 0. 0003・ln(N)+29.285 ln(N) 
と推計される。ただし， STPは1人当り徴税費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図4からも
わかるように，この関数は人口規模が29万人から37万人のときに 1人当り費用が最小になるゆるや
かなU字型を描く。ちなみに 1人当りの費用の最小値は2.79千円と推測される。
統計調査費についても，人口要因の説明力は90%弱と高い。乙れも基礎的支出が主要なウェイト
を占めるためである。グループ別では第2，第4グループで人口密度の係数が有意であるが，第2
グループでは係数がマイナス，第4グループのそれはプラスと対照的である。
統計調査費の 1人当り費用関数は，表6，表7より
ln(SCP) = -1.1960+0 .0003・ln(N)+39.649/ln(N) 
と推計される。ここでSCPは1人当り統計調査費（千円／人）， Nは人口（万人）である。この関数
のグラフは図5で示している。 1人当り費用が0.35千円と最小になる人口規模の範囲は， 24万人か
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都 市 V疋.. 数
全 都 市 1.4639 (17.67) 
第 1グループ 1.6427 (9.38) 
第2グループ 1.4869 (12. 29) 
第3グループ 1.2~~3 (6. ) 
第4グループ 1.1316 (6.95) 
第5グループ 1.7125 (9.15) 
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表 5 統計調査費の決定要因分析
ln （人口） 人口密度
0.9628 
(35.68) 
0.9484 
(16.40) 
0.9774 -0.0025 
(22.32) (-2.01) 
1. 0617 
(15. 96) 
1.0073 0.0026 
(19.12) (2. 98) 
0.8820 
(14.57) 
RZ 
0.879 
0.899 
0.932 
0.879 
0.930 
0.865 
（注） 1）統計調査費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， RZは自由度修正済決定係数。
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表6 1人当り総務費の決定要因分析
疋rムー， 数 （面積当り ） ln 平均リスト 1／人口密度
RZ 
ln ( 1人当り総務費） 2. 0119 
0.2492 0.2590 0.200 
(11.85) (6. 73) (6.06) 
ln ( 1人当り総務管理費） 1.4160 
0.3418 0.3524 0.278 
(7.95) (8.30) (8.30) 
ln ( 1人当り徴税費） 0.7297 
0.1486 0.1605 0.140 
(10.36) (5.44) (5.14) 
ln (1人当り統計調査費） -1.0746 
0.1518 0.2173 0.247 
(-52.53) (5.81) (7.62) 
SE 
0 .1854 
0.1519 
0.1348 
0.1868 
0.1630 
0.1927 
SE 
0.2339 
0.2731 
0.1671 
0.1614 
（注） 1) 1人当り総務費，総務管理費，徴税費，統計調査費の単位はそれぞれ（千円／人），面積当り平均
コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， RZは自由度修正済決定係数。
表 7 面積当り平均コストの決定要因分析（総務費）
疋rムー， 数 人口密度 RZ SE 
n （総務費の面積当り） 2.8724 0.3177 0.712 0.4929 平均コスト (53.91) (20.83) 
（総務管理雪の面 ） 2.6214 0.3119 0.671 0.5331 ln 積当り平コスト (45.48) (18.90) 
（雪税費の面積 ） 0.7997 0.3307 0.786 0.4209 ln り平均コスト (17 .57) (25.39) 
（装計調査雪の面 ） 
-1.2379 0.3207 0.810 0.3793 ln 当り平コスト (-30.19) (27.32) 
（注） 1）面積当り平均コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， RZは自由度修正済決定係数。
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ら60万人と非常に広い。このことから，人口が20万人程度までは規模の有利性が強く作用するが，
それ以上の人口規模においては l人当り費用はほぼ一定であるとみなせる。
以上の結果より，総務費については，人口が32万人から34万人規模の都市が費用の側面で最も効
率的であるといえる。
(3) 消防費
消防費は，消防，防災，災害対策など住民生活の安全のためのサービスに要する費用である。ま
た消防サービスの便益は，地域の広がりとともに逓減する。
表8から，人的要因による総費用の説明力が87%程度とかなり高いこと，また第4グループにお
いて人口密度の増大が費用を高める作用をもつことがわかる。
消防費の 1人当り費用関数は，表9，表10より
In ( F P ) = 1. 8659 + 0 . 0003・In( N) -9. 0500 /In ( N) 
と推計される。ただし， FPは1人当り消防費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図6は関数の
グラフを示したものであるが， 1人当り費用は人口の増加関数であることがわかる。この要因とし
ては，人口規模の大きい都市ほど数多くの消防署の設置，重装備の必要性が増すことや過密による
混雑現象が考えられる。したがって，消防費については，規模の有利性は作用しないとみることが
できる。
なお，人口50万人以上の都市については， 1人当り費用関数を推定すると次のようになる。
In( F P）二104.64-46.157・In(N)+5. 5453・｛In(N) }2 
(3.52) (-3.20) (3.20) 
R2=0.504 SE =0.1000 
ただし， FPは1人当り消防費（円／人）， Nは人口（万人）である。この費用関数は，人口が64万人
で1人当り費用が5.39千円と最小になり，人口が50万人， 70万人のところでそれぞれ7.61千円， 7.05
千円となるU字型を描く。したがって，人口50万人以上の都市は費用構造を若干異にするともいえ
る。
最後に，一般行政サービスの費用構造をみると， 1人当り費用関数は人口37万人規模で21.89千円
と最小になるU字型を描く。また人口50万人規模では 1人当り費用は22.18千円と推測される。以上
のことから，一般行政サービスについては，人口が37万人程度までは規模の有利性が大きく作用し，
それより人口規模が増大しても50万人程度までは 1人当り費用がほぼ一定となる費用構造をもっと
いえる。
4. 保健・衛生サービスの費用構造
このサービスは，住民の保健と衛生に関する種々のサービスからなっている。このサービスの提
(4) 
供に要する費用のなかに，目的別歳出の衛生費が含まれる。
衛生費については，人口要因による総費用の説明力は，表11からわかるように78%と高い。した
がって，衛生費も基本的に人口要因を基礎に支出されているとみることができる。また全都市と第
4グループで，人口密度の増大が総費用を増加させる作用をもっO
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表8 消防費の決定要因分析
都 市 p疋ム『． 数 ln（人口） 人口密度 R2 SE 
全 都 市 4.1416 1.0125 0.869 0.2040 (45.43) (34.10) 
第 1グループ 4.6125 0.8783 0.780 0.2227 (17 .97) (10.36) 
第2グループ 4.1439 1.0233 0.909 0.1722 (27.06) (20.53) 
第3グループ 5.333 0.9574 0.804 0.2245 (18.06) (12. 01) 
第4グループ 3.7313 1.0852 0.0025 0.934 0.1690 (22.11) (19.86) (2. 74) 
第5グループ 3.9040 1.0635 0.918 0.1754 (22.91) (19.30) 
（注） 1）消防費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
図6 人口規模と 1人当り消防費
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表 9 1人当り消防費の決定要因分析
定 数 ln ｛面積当り｝ 1／人口密度l平均リスト／ R2 SE 
ln ( 1人当り消防費） 1.6142 0.1617 -0.0496 (28.58) (4. 79) (-3.89) 0.109 0.1921 
（注） 1) 1人当り消防費（千円／人），面積当り平均コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数
表10 面積当り平均コストの決定要因分析（消防費）
定数 人口密度 l R2 I SE 
ln 消防費の面積 ) I l附 O印
当り平均コスト／ I (33. 37) (25. 03) 0.781 0.4315 
（注） 1)面積当り平均コス卜（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
都 市 疋pムー， 数
4.8121 全 都 市 (34.68) 
第 1グループ 5.2560 (17.76) 
第2ク。ルー プ 4.6522 
(17.60) 
第3グループ 4.7784 (16.10) 
第4グループ 5.1569 (17 .10) 
第5グループ 4.4724 (13.99) 
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表11 衛生費の決定要因分析
ln （人口） 人口密度
1.0808 0.0032 
(23.26) (3.21) 
0.9380 
(9.59) 
1.1369 
(13.21) 
1.1033 
(11.19) 
1.0299 0.0031 
(10.55) (l.88) 
1.2001 
(11.61) 
（注） 1）衛生費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km＇）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定係数。
都 市
全 都 市
第1グループ
第2グループ
第3グループ
第4グループ
第5グループ
18 
1 17 
人
当
り 16
衛
生
費 15
千
巴14
13 
10 
疋pムー， 数
3.7805 
(15.88) 
4.5703 
(9.57) 
2.8548 
(7.40) 
4 .1198 
(7.45) 
5.2959 
(6.66) 
3.6162 
(7.16) 
図7 人口規模と 1人当り衛生費
20 30 40 50 60 
表12 保健衛生費の決定要因分析
ln （人口） 人口密度
1.0609 0.0041 
(13.30) (2. 39) 
0.8432 
(5.34) 
1.3360 
(10.64) 
0.9797 
(5.33) 
1.0434 
(5.10) 
1.1079 
(6. 79) 
RZ 
0.780 
0.752 
0.805 
0.780 
0.803 
0.802 
70人口（万人）
RZ 
0.544 
0.479 
0.728 
0.439 
0.446 
0.577 
（注） 1）保健衛生費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， RZは自由度修正済決定係数。
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図8 人口規模と l人当り保健衛生費
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SE 
0.3098 
0.2567 
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0.2778 
0.3020 
0.3289 
SE 
0.5317 
0.4142 
0.4337 
0.5174 
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衛生費の 1人当り費用関数は，表14，表15より
ln( E P）ニ2.1986十0.0008・ln(N)+60.632/ln(N) 
と推計される。ただし， EPは1人当り衛生費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図7で費用関
数のグラフを示している。これから，人口が27万人から29万人規模の都市で1人当り費用が13.83千
円と最小となるU字型を描くことがわかる。このことから，規模の有利性が作用するのはおおよそ
30万人程度の人口規模までであると考えられる。次に，衛生費を構成する保健衛生費と清掃費の費
用構造を個別に検討しよう。
保健衛生費は，衛生費に占める割合が全都市で平均36.8%である。表12により人口要因による総
費用の説明力は54%と低いといえる。人口要因の説明力が相対的に高いのは第2グループである。
なお全都市については，人口密度の増大が総費用を増加させるように作用している。
保健衛生費の 1人当り費用関数は，表14，表15より
ln(EHP) =0.6863+0.0012・ln(N)+ 109. 00/ln(N) 
と推計される。ただし EHPは1人当り保健衛生費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図8に示
されているように，この関数のグラフは，人口が28万人から32万人で1人当り費用最小の4.12千円
となるU字型を描く。
次に清掃費であるが，清掃費は衛生費の61.1%を占めこの費用構造が衛生費のそれに大きく影響
している。人口要因による総費用の説明力は68%弱と保健衛生費のそれよりも高い。また全都市お
よび第l，第4グループでは人口密度の増大が総費用を引上げるように，第5グループでは逆に総
費用を引下げるように作用している。
清掃費の 1人当り費用関数は，表14，表15より
ln(ESP) = 1.4753+0. 0010・ln(N) +76. 907 /ln (N) 
と推計される。図9よりこの関数が，人口が27万人から29万人で1人当り費用が7.67千円と最小に
なるU字型を描くことがわかる。また，人口が30万人を超えると 1人当り費用がかなり上昇するこ
ともわかる。
以上の結果から，衛生費については，人口が30万人程度の規模の都市が費用の側面で最も効率的
であるといえよう。
ただし，ここで注意すべきことは，人口規模が50万人以上の都市とそれ以下の人口規模の都市と
では費用構造が多少異なると考えられることである。ちなみに，人口50万人以上の都市について衛
生費を清掃費の 1人当り費用関数を推計すると次のようになる。
ln(EP) = -137. 58 + 67. 539・ln(N) -8 .1173・｛ln(N)}2+0.1209・DEN
(-2.12) (2.16) (-2.16) (4.29) 
R 2 = 0.727 S E = 0. 1600 
ln(ESP）二一179.40+87.835・ln( N) -10. 595・｛ln(N)}2+0.0693・DEN
(-2.10) (2.13) (-2.14) (2.13) 
R2=0.243 SE=0.2114 
ここでEPは1人当り衛生費（円／人）， ESPは1人当り清掃費（円／人）， Nは人口（万人）， DEN 
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表13 清掃費の決定要因分析
一 73-
都 市 疋,__. 数 ln （人口） 人口密度 R2 SE 
全 都 市 4.1570 1.1242 0.0028 0.678 0.4153 (22.35) (18. 05) (2.14) 
第 lグループ 4.5499 0.9223 0.0213 0.740 0.2901 (13.57) (7.93) (2.22) 
第2グループ 4.4157 1. 0742 0.725 0.3506 (14 .16) (10.58) 
第3グループ 3.2668 1.4006 0.500 0.6571 (4.65) (6.00) 
第4グループ 4.5940 1.0404 0.0019 0.894 0.2087 (22.04) (15.42) (1. 74) 
第5グループ 3.9724 1.2523 -0.0097 0.810 0.3178 (12. 72) (11. 78) (-2.18) 
（注） 1）清掃費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
図9 人口規模と l人当り清掃費
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表14 1人当り衛生費の決定要因分析
疋rムー， 数 ln （平面均積当リスり ト） 1／人口密度 R2 SE 
ln ( 1人当り衛生費） 1.2812 0.3769 0.3323 0.476 0.2338 (9.55) (12 .27) (8.39) 
ln ( 1人当り保健衛生費） -0 .1138 0.5950 0.5974 0.694 0.2989 (-1.14) (19.97) (14.59) 
In ( 1人当り清掃費） 0.5649 0.4859 0.4215 0.536 0.2903 (4 .04) (13.57) (8.65) 
（注） 1) 1人当り衛生費，保健衛生費，清掃費の単位はそれぞれ（千円／人），面積当り平均コスト（百万
円／km2），人口密度（千人／km2)0 
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
表15 面積当り平均コストの決定要因分析（衛生費）
p疋.. 数 人口密度 R2 SE 
（衛生費の面積 ） 2.4340 0.3656 0.753 0.5104 ln 当り平均コスト (44.11) (23 .15) 一ln 保健衛生費の面積） 1.3447 0.3735 0.693 0.6060 当り平均コスト (20.52) (19.92) 
（清掃費の面積 ） 1.9048 0.3645 0.673 0.6200 ln 当り平均コスト (28.42) (19. 00) 
（注） 1）面積当り平均コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
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は人口密度（千人／km2）である。これらの都市の平均面積を上の式にあてはめた 1人当り費用関数は，
人口が65万人程度で衛生費が26.77千円，清掃費が16.99千円とそれぞれ最大になる逆U字型を示す。
5. 教育サービス
教育サービスは，幼稚園，義務教育，高等教育，社会教育等を含む集団消費サービスである。こ
のうち義務教育が都市にとって最も基本的な行政サービスといえる。
ここでは，このサービス費用である目的別の教育費とそれを構成する教育総務費，小学校費，中
(5) 
学校費，社会教育費について費用構造を検討する。
まず，教育費については，人的要因による総費用の説明力は85%弱とかなり高い。またグループ
別にみても大きな差異は見受けられない。これは，サービスに同質性が要求されるためである。
教育費の 1人当り費用関数は，表21，表22より
In ( K P ) = 3 . 4888 + 0.0005・ln(N)-15. 546/ln (N) 
と推計される。ただし， KPは1人当り教育費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図10はこの関
数のグラフを示したものであるが，人口の増加とともに l人当り費用が増大することがわかる。人
表16 教育費の決定要因分析
都 市 p疋ムー， 数 In （人口） R2 
全 都 市
5.6296 1.0565 
0.848 
(54.36) (31.32) 
第 1グループ
6.0206 0.9313 
0.794 
(23.04) (10.78) 
第 2グループ
5.9348 1.0234 
0.847 
(30.18) (14.38) 
第 3グループ
5.2908 1.1674 
0.850 
(21.22) (14 .10) 
第 4グループ 5.4922 1.0969 0.903 
(26.96) (16.97) 
第 5グループ
5.3121 1.1310 
0.877 
(23.35) (15.38) 
（注） 1）教育費（百万円）は対数値，人口（万人）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
図10 人口規模と 1人当り教育費
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口50万人以上の都市については， 1人当り費用関数を推定すると
ln(KP）.ニ2.4080 + 0.2939・ln(N）ー 0.0150・DEN
(4.59) (2.31) (-1.88) 
R2=0.504 SE =0.0702 
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を得る。ただしKPは1人当り教育費（千円／人）， Nは人口（万人）である。ちなみに平均面積を用
いて 1人当り費用を推計すると，人口50万人および人口60万人でそれぞれ l人当り費用は33.83千
円， 35.43千円と推測される。このことより，人口50万人以上の都市の教育費の費用構造は人口が50
万人未満の都市と若干構造を異にすると考えられる。以下で教育総務費，小学校費，中学校費，社
会教育費について個別に費用構造を検討する。
教育総務費については，表17に示されているように，全都市および第4クゃループでは人口密度が
総費用を増加させる作用をもち，第l，第3グループでは逆であることがわかる。
教育総務費の 1人当り費用関数は，表21，表22より
ln(KSP）二0.1153 + 0.0001・ln十88.274/ln(N)
と推計される。ここで， KSPは1人当り教育総務費（千円／人）， Nは人口ぺ万人）である。と推計
表17 教育総務費の決定要因分析
都 市 疋,.. 数 ln （人口） 人口密度 R2 
全 都 市 3.2804 0.9716 0.0037 0.622 (17.66) (15.62) (2.80) 
第 1グループ 3.9032 0.8524 -0.0251 0.439 (8. 00) (5.04) (-1.80) 
第2グループ 3.1844 1.0576 0.675 (9.20) (9.39) 
第3グループ 3.3646 1.0080 -0.0196 0.560 (7.28) (6.69) (-1.86) 
第4クゃルー プ 3.3791 0.9462 0.0040 0.645 (7 .98) (6.90) (1. 75) 
第5グループ 2.9290 1.1141 o. 713 (7. 73) (9.10) 
（注） 1）教育総務費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
3 
1 2.9 
人 2.8
~ 2.7 
教 2.6
2白
総 2.5
務 2.4
費2.3
~ 2.2 
2.1 
20 
図11 人口規模と l人当り教育総務費
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表18 小学校費の決定要因分析
都 市 F疋L司 数 ln （人口） 人口密度 Rz SE 
全 都 市 4.2046 1.0227 0.679 0.3649 (25.79) (19.26) 
第1クゃルー プ 4.3079 1.0366 0.662 0.3519 (10.62) (7.73) 
第Zグループ 4.4829 1.0413 -0.0064 0.604 0.4073 (12.26) (7.87) ( -1. 73) 
第3グループ 4.2434 0.9879 0.676 0.3234 (12.28) (8.60) 
第4グループ 3.9144 1.0874 0.822 0.2866 (13.70) (11.99) 
第5クVレープ 3.9283 1.0312 0.0094 0.759 0.3489 (11.46) (8.84) (1.94) 
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（注） 1）小学校費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定係数。
図12 人口規模と 1人当り小学校費
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都 市 疋rムー， 数 ln （人口） 人口密度 Rz SE 
全 都 市 3.4869 1.2568 0.583 0.550Q (14.17) (15.69) 
第 1グループ 4.1660 0.9860 0.490 0.4741 (7.62) (5.46) 
第2グループ 3. 9118 1.2828 -0.0102 0.504 0.6017 (7.24) (6.56) (-1.86) 
第3グループ 2.8047 1. 5164 0.674 0.4982 (5.27) (8.57) 
第4グループ 3.0016 1.3870 0.680 0.5364 (5.61) (8.18) 
第5グループ 3.4279 1.1862 0.0137 0.648 0.5368 (6.50) (6.50) (1. 83) 
60 30 40 
表19 中学校費の決定要因分析
50 20 
（注） 1）中学校費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
図13 人口規模と 1人当り中学校費
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都 市 疋 数
全 都 市 3.9851 (19 .41) 
第 1グループ 4.5704 (8.88) 
第2グループ 4.2031 (10.86) 
第3グループ 2.8290 (5.82) 
第4グループ 4.1375 (8.23) 
第5グループ 3.9564 (9.78) 
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表20 社会教育費の決定要因分析
In （人口） 人口密度
0.9575 
(14.32) 
0. 7871 
(4 .63) 
0.8828 
(7 .01) 
1.3440 
(8 .33) 
0.9316 
(5.84) 
0.9905 -0. 0132 
(7 .19) (-2.31) 
R2 
0.538 
0.405 
0.534 
0.661 
0.516 
0.601 
（注） 1）社会教育費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
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In ( 1人当り社会教育費）
図14 人口規模と 1人当り社会教育費
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表21 1人当り教育費の決定要因分析
疋 数 （面積当り ） In 平均リスト 1 I人口密度 R2 
2.6409 0.2667 -0.0852 0.309 (27 .19) (8.94) (-7.34) 
-0.1794 0.4946 0.4838 0.616 (-2.35) (16. 79) (12.43) 
0.5447 0.4189 0.4407 0.416 (4.24) (11.17) (9.87) 
-0.1582 0.6397 0.6134 0.618 ( -1.16) (16.76) (11. 67) 
-0.0242 0.5355 0.5387 0.528 (-0.21) (14.07) (11.20) 
一77-
SE 
0.4594 
0.4467 
0.4351 
0.4546 
0.5046 
0.4118 
SE 
0.1937 
0.2614 
0.2782 
0.3492 
0.3150 
（注） 1) 1人当り教育費，教育総務費，小学校費，中学校費，社会教育費の単位はそれぞれ（千円／人），
面積当り平均コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
表22 面積当り平均コストの決定要因分析（教育費）
疋 数 人口密度 R2 SE 
In （教育費の面積当り） 3.1793 0.3335 0.732 0.4921 平均コスト (59.76) (21. 90) 
（教育総務費の面積） 0.5859 0.3654 0. 717 0.5601 In 当り平均コスト (9.68) (21.08) 
Inc小学校費の面積） 1.6826 0.3212 0.683 0.5340 当り平均コスト (29.15) (19.44) 
In（：中学校雪の面積） 1.6566 0.3280 0.531 0.7514 当り平コスト (20.39) (14.11) 
（社会教育費の面 ） l. 2473 0.3287 0.634 0.6092 In 積当り平均コスト (18.94) (17.43) 
（注） 1）面積当り平均コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
(2)( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
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される。図11は，この関数のグラフを示したものであるが， U字型を描き，また人口が27万人から
32万人で1人当り費用が最小の2.02千円となると推測される。
小学校費と中学校費は，教育費のそれぞれ22.9%,23.9%を占め，合わせるとほぼ50%近くにな
る。これら 2つの費用は類似した費用構造のパターンを示す。表18，表19から，中学校費の人口要
因による説明力が相対的に低いが，人口密度の総費用への影響はグループ別にみると係数の符合は
同じである。表20，表21から小学校費と中学校費の 1人当り費用関数はそれぞれ
ln (KSHP) = 2. 2078 + 0. 0010・ln(N)+85.683/ln(N) 
ln (KCHP) = 0. 0927 + 0. 0013・ln(N)+139.16/ln(N) 
と推計される。ただし， KSHPは1人当り小学校費（千円／人）， KCHPはl人当り中学校費（千円／
人）， Nは人口（万人）である。図12，図13でそれぞれの費用関数を示している。これからわかるよ
うに， 1人当り費用関数はどちらも人口が30万人から35万人で最小値をとるU字型を示す。 1人当
り費用の最小値は，小学校費，中学校費でそれぞれ5.68千円， 5.06千円と推測される。
社会教育費については，人口要因の総費用の説明力は相対的に低い。グループ別にみると，第5
グループで人口密度の増大が総費用を引上げるように作用している。
社会教育費の 1人当り費用関数は，表21，表22より
ln(KSKP) =0.6437+0.0001・ln(N）十98.291/ln (N) 
と推計される。図14がこの関数のグラフである。この関数もU字型を描き， 1人当り費用が最小に
なるのは人口が31万人から32万人においてである。
以上の結果から，教育費については，規模の有利性は作用しないとみることができる。ただし，
教育総務費，小・中学校費，社会教育費については， U字型費用構造を示しておりこの点を考慮す
る必要があろう。
6. 経済的サービスの費用構造
経済的サービスは，都市の経済，商業，農林水産，労働に関するサービスであるが，ここでは目
(6) 
的別の土木費についてのみ費用構造を考察する。
土木費は，道路橋りょう，街路，公園等に要する支出であり面積にも依存すると考えられる。し
かし表23からもわかるように，総費用については人口要因の説明力が77%程度あり，支出は基本的
に人的条件によって決定されているものとみなすことができる。ただし第1グループの人的要因の
説明力が相対的に小さく，また第5グループでは人口密度の増加によって総費用が増大することが
わかる。
土木費の 1人当り費用関数は，表28，表29より
ln(DP) = 3 .1738+0. 0006・ln( N) + 66 .1051 ln ( N) 
と推計される。図15でこのグラフを示しているが，人口が32万人のところで1人当り費用が最小の
35.72千円となるU字型である。また，人口が32万人程度までは規模の有利性が顕著であるが，それ
を超えると人口の増大に伴って 1人当り費用はかなり上昇することがわかる。これは主に都市計画
費の費用構造を反映することによる。
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以下で，土木費を構成する道路橋りょう費，都市計画費について個別に費用構造を検討する。
ず，道路橋りょう費についてみると，土木費の24.6%を占めている。表24に示されているように，
人口密度の係数が第九第3，第4グループ，そして全都市でマイナスになっており，人口密度の
増大が総費用を減少させるように作用している。
?
??
これはサービスの共同消費の性格によるものであ
る。
1人当り道路橋りょう費の費用関数は，表28，表29より
ln(DDP) = 1. 4917 + 0. 0006・ln(N)+105.39/ln(N) 
と推計される。図16がこの関数のグラフであるが，人口39万人から42万人でl人当り費用が7.46千
したがって，道路橋りょう費について円と最小になるごくゆるやかなU字型カーブを描いている。
それ以上の人口規模では 1人当り費用はは，人口が40万人程度までは規模の有利性が作用するが，
ほぽ一定と解釈できる。
次に，都市計画費は，土木費の55%を占めておりこの費用構造が土木費のそれに大きく影響して
これら 2つの費用でほぼ土木費の費また道路橋りょう費を合わせると土木費79.6%を占め，
用構造を決定するといえる。
都市計画費の 1人当り費用関数は，表28，表29より
ln (DTP) = 2. 2078 + 0. 0010・ln(N)/ln(N) 
いる。
土木費の決定要因分析
都 市 疋rムー， 数 In （人口） 人口密度 R2 SE 
全 都 市 5.8573 1.0722 0.765 0.3086 (42.48) (23.88) 
第 1クソレー プ 6.3392 0.9370 0.677 0.3076 (17.88) (8.00) 
第2グループ 5.9014 1.0622 0.811 0.2726 (24.34) (13.46) 
第3グループ 5.6613 1.1405 0.784 0.2843 (18.63) (11. 30) 
第4グループ 5.7537 1.0939 0.739 0.3668 (15.74) (9.43) 
第5グループ 5.7645 1.0256 0. 0119 0.8226 0.2952 (19.87) (10.38) (2.88) 
表23
（注） 1 ）土木費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
人口規模と 1人当り土木費
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表24 道路橋りょう費の決定要因分析
都 市 r疋ム『， 数 ln （人口） 人口密度 Rz SE 
全 都 市 4.5918 1.0689 -0.0084 0.655 0.3932 (26.08) (18.12) (-6.75) 
第 1グループ 4.7328 1.0408 0.801 0.2478 (16. 57) (11. 03) 
第2グループ 4. 8184 1.0323 -0.0082 0.663 0. 3513 (15.27) (9.04) (-2.58) 
第3グループ 4.8402 1. 0411 -0.0179 0.614 0.3902 (11.35) (7 .49) (1.85) 
第4グループ 3.9052 1.1672 -0. 0056 o. 717 0.4033 (9.69) (8.95) (-2.59) 
第5グループ 4.5221 1.0177 0.660 0.4018 (11.58) (8. 06) 
（注） 1）道路橋りょう費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定係数。
図16 人口規模と 1人当り道路橋りょう費
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と推計される。ただし， DTPは1人当り都市計画費（千円／人）， Nは人口（万人）である。図17
は，この関数のグラフであるが，人口が29万で1人当り費用が最小の16.47千円となるU字型を描い
ている。この図から，人口30万人程度までは規模の有利性が顕著であるが，それを超えると 1人当
り費用がかなり上昇することがわかる。人口50万人規模の都市において下水道費，区画整理費等が，
急増することがこの要因であると思われる。以下で，都市計画費に含まれる街路費と公園費につい
て費用構造をみることにする。
街路費と公園費は，合わせて都市計画費の36.3%，土木費の20%を占める。表26，表27からわか
るように街路費，公園費ともに，人口要因による総費用の説明力は低いが，公園費については人口
密度の増大が総費用の低めるように作用している。
街路費と公園費の l人当り費用関数は，表28，表29より
ln(DGP) =0.9015+0.0011・ln(N) + 111. 88/ln( N) 
ln (DKP) = 0. 6437 + 0. 0001・ln(N)+98.291/ln(N) 
と推計される。ここで， DGPは1人当り街路費（千円／人）， DKPは1人当り公園費（千円／人）， N 
は人口（万人）である。図18，図19は，街路費と公園費の 1人当り費用関数を示したものである。
街路費と公園費はともにU字型の費用構造パターンをもつが，街路費については人口が40万人を超
えて増加するときの 1人当りの費用の上昇はごく緩やかである。
都 市 定 数
全 都 市 5.3505 (26. 84) 
第 1グループ 5.8368 (14.31) 
第2グループ 5.7408 (12. 21) 
第3グループ 4.4344 (9.39) 
第4グループ 5.2783 (11.43) 
第5グループ 5.3795 (17.71) 
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表25 都市計画費の決定要因分析
ln（人口） 人口密度
0.9846 0.0034 
(14.75) (2.42) 
0.7813 0.0230 
(5.52) (1.97) 
0.9389 
(6.13) 
1.3038 
(8.31) 
1. 0494 
(7 .16) 
0.8942 0.0099 
(8.65) (2.30) 
R2 
0.592 
0.593 
0.466 
0.660 
0.618 
0.760 
（注） 1）都市計画費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数。
図17 人口規模と 1人当り都市計画費
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表26 街路費の決定要因分析
都 市 伊疋品【． 数 ln （人口）
全 都 市
3.5043 1.0438 
(10.79) (9.87) 
第 1グループ
3.2926 1.1466 
(4.37) (4.61) 
第 2グループ
3.9645 0.8652 
(5.99) (4 .02) 
第 3グループ
3.2810 1.1542 
(4.49) (4. 75) 
第 4グループ 3.1372 
1.1763 
(3. 76) (4.44) 
第 5グループ
3.5134 0.9960 
(4.90) (4.29) 
（注） 1）街路費（百万円）は対数値，人口（万人）。
2) ( ）内は t値， R2は自由度修正済決定係数
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R2 
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SE 
0.4451 
0.3528 
0.5288 
0.4419 
0.4635 
0.3091 
SE 
0.7266 
0.6530 
0.7441 
0.6843 
0.8372 
0.7382 
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都 市 疋 数
全 都 市 2.7883 (8.20) 
第 1グループ 3.5420 (4 .84) 
第2グループ 3.1874 (4. 98) 
第3グループ 1.4191 (2.03) 
第4グループ 3.2104 (4.33) 
第5グループ 2.3122 (2.41) 
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表27 公園費の決定要因分析
In （人口） 人口密度
1.1980 0.0047 
(10.52) (1. 95) 
0.9749 
(4.03) 
1.1929 
(5. 73) 
1.6625 
(7 .17) 
1.0948 
(4.65) 
1.3345 
(4.30) 
（注） 1）公園費（百万円）は対数値，人口（万人），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， Rzは自由度修正済決定係数。
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図19 人口規模と l人当り公園費
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表28 1人当り土木費の決定要因分析
疋，－＂－ー， 数 In （平面均積当リスり ト） 1／人口密度 Rz 
In ( 1人当り土木費） 1.9426 0.3531 0.3623 0.377 (10.95) (10.37) (8.89) 
In ( l人当り道路） 0.4748 0.4666 0.5776 0.425 橋りょう費 (2.67) (9.35) (11.44) 
In ( 1人当り都市計画費） 0.8159 0.5167 0.4696 0.584 (5.21) (15.36) (10.21) 
In ( 1人当り街路費） -0. 7043 0.7423 0.7627 0.738 (-7.18) (22.11) (16. 32) 
In ( 1人当り公園費） -0.6563 0.7291 0.6938 0.801 (-7. 78) (26.32) (15.32) 
SE 
0.7596 
0.6346 
0.7191 
0.6531 
0.7443 
0.9881 
SE 
0.2465 
0.3334 
0.2902 
0.3712 
0.3453 
（注） 1) 1人当り土木費，道路橋りょう費，都市計画費，街路費，公園費の単位はそれぞれ（千円／人），
面積当り平均コスト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， RZは自由度修正済決定係数。
表29 面積当り平均コストの決定要因分析（土木費）
疋 数 人口密度 守RZ SE 
In （土木費の面積当り） 3.4586 0.3317 o. 721 0.5040 平均コスト (63.48) (21.26) 
2.1794 0.2487 0.565 0.5323 In 面積当り平均コスト (37.88) (15.10) 
2.6938 0.3634 0.662 0.6327 In 面積当り平均コスト (39.38) (18.56) 
（街路費の面積 ） 1.0737 0.3103 0.464 0.8124 In 当り平均コスト (12.23) (12.34) 
（公園費の面積 ） 0.7499 0.3873 0.526 0.8960 In 当り平均コスト (7.74) (13.97) 
（注） 1)面積当り平均三スト（百万円／km2），人口密度（千人／km2）。
2) ( ）内は t値， RZは自由度修正済決定係数。
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7. 結び
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本稿の目的は，人口10万人超， 100万人未満の全国176都市の目的別歳出からみた公共サービスの
費用構造を分析することであった。これまでの分析結果から次のようにいえる。まず第1に，一般
行政サービスはU字型の費用構造をもち，このサービスについての効率規模は，人口が32万人から
34万人程度である。ただし消防費については規模の有利性はみられない。第2に，保健・衛生サー
ビスもU字型の費用構造をもっ。効率規模は人口30万人程度である。第3に，教育サービスについ
ては，規模の有利性はみられない。ただし基本的なサービスはU字型の費用構造をもつo 第 4に，
土木サービス（土木費）はU字型費用構造をもっ。このサービスについての効率規模は人口32万人
程度である。
今後の課題としては民生費，農林水産業費，労働費，商工費等に対象を広げ，公共サービス全体
の費用構造を分析すること，また本稿で行った分析をより精密化することが残されている。
｝王
＊本分析を行うに当って，富山大学日本海経済研究所から研究補助を受けた。
(1）都市の効率的規模に関する諸問題については，能勢〔6〕， King〔5〕などを参照。また費用関数の問題につい
ては， Hirsch〔3〕参照。本稿では，各都市のサービスの 1人当り便益については大きな格差はないものと仮定
している。また，都市聞の外部性の問題は考慮、していない。需要面の問題についてはBeck〔l〕参照。
(2) 資料（2）においては，昭和60年度の財政力指数が1を超える都市，財政構造に著しい変化を与える災害等が生じ
た都市等はサンプノレから除外されている。本稿ではこの点を考慮していない。分析の対象とした都市の概要は付
表で示している。
(3）戸籍住民基本台帳費，選挙費，監査委員会費は分析の対象としていない。
(4) 結核対策費，保健所費は分析の対象としていない。
(5) 高等学校費，特殊学校費，幼稚園費，保健体育費，大学費については本稿には含めていない。
(6）河川費，港湾費，空港費は分析の対象としていない。また，下水道費，区画整理事業費，住宅費につ
いては本稿には含めていない。
付表 サンプル都市の概要
都 市 サンプル数 所在道府県 平均人口 平均面積 密度平（均千人人口/km2) （万人） (km2) 
全 都 市 176 23.74 182.46 2.5042 
第 1グループ 31 北海道福，青森，茨岩手栃，宮城，秋田山形， 島， 城， 木 22.34 350.45 0.8783 
第2グループ 43 群馬，埼玉，千葉，神奈川 23.97 83.41 3.5810 
第3グループ 36 新潟， 富岐阜山， 石川， 福愛井， 一山梨長野， ，静岡， 知，ニ重 21. 90 223.12 1.2848 
第4グループ 32 滋賀，山京都，大阪，兵庫，奈良和歌 26.12 77.60 5.1242 
第5グループ 34 ，香 媛本，大高知，福宮崎岡
鳥徳賀取島， 島根崎川沖縄，， 愛熊岡山， 広島， 山口
佐鹿児，島長， ， 分，
24.45 210.17 1.4502 
（注） 1）人口が10万人超， 100万人未満の市。
2）東京都の市は対象としていない。
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